
ライフ起点ビジネスの金融機関への導入

Accenture Songでは、絶え間なく変化する顧客ニーズに応えるために、人
々の生活全体を捉える「ライフ起点ビジネス」の戦略を提唱。今回は過去15
年間続いているグローバル規模での消費者行動調査“Accenture Life Trends 
2023”（以降、「調査」）から、生活者の置かれた変化について紹介したい。

とりわけ、過去40年間で最も高騰する消費者物価は人々により節制を強い、
パンデミックによる孤立は人々の帰属意識を高め、Web3.0やトークンなど
さまざまなデジタルツールは人々にデータコントロールの力を授けた。これ
ら一つ一つの小さな潮流が、どのような変化を生活者に与え、金融機関の採
るべき方向性を示唆するのか。本稿で考察したい。
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Life Trends - 5つのトレンド

先述の弊社調査
(https://www.accenture.com/jp-ja/

insights/song/accenture-life-trends)

では生活者の5つの潮流を示している。

1. 生活コスト急騰による人々の節制マイ
ンドの高まり

2. パンデミックで孤立した人々が趣味や
熱狂できる集団への帰属意識を高め
ていること

3. オンサイト/リモートのワークスタイル
がコラボレ―ティヴな働きをリーダー
に求める

4. Generative AIが効率だけではなく創
造の領域で人々を後押しする

5. 顧客データへの透明性を欠いた結果、
企業への信頼性が低下していること

まずはこれらのトレンドシフトが生活者に
どのような影響をもたらすのかについて
考察したい。

人々はより自らの幸福と安心でき
るコミュニティへの帰属を求める

生活者の購買等の意思決定に影響を与え
る要素はかつてないほどに複雑になって
いる。先の生活コストの上昇は、殆どの人
々にとっては自国から離れた国での戦争
がもたらしたものであった。自分の生活
圏内を超えた事象ですら、自らの生活の
優先順位に影響を及ぼす。

生活の危機が顕著な場面においては、
より顧客をして自身の幸福と、経済的安
定、自らが安心や熱狂できるコミュニティ
への帰属へと駆り立てている。ここにあ
る「コミュニティ」はかつての顧客の居場
所であった・今となっては広告が支配的
になっているシェア中心のソーシャルで
はなく、「参加」をキーとしたファンによ
るコミュニティを指す。それはBig Tech

が網をかけて待つプラットフォームでは
なく、Web3.0にあるような自らのデータ
コントロール・ガバナンスが効いた空間
で展開されている。

巨大IT企業によるコントロール
から、非中央集権的な枠組みへ

また、Web3.0/トークン技術によるデー
タコントロールの民主化は人々に自らの
情報をコントロールする力や創造性を与
えるようになった。

人々を統治するのは国家である。しかし
生活者ニーズが多様化し、デジタル化も
進展する中で、徐々に生活者は巨大テク
ノロジー企業がコントロールする社会に
参加することになってきていた。伝統的
な企業も競争に加わって来たが、マクロ
でみるとこの戦いの勝者は情報を大量に
集めることに成功した巨大テクノロジー
企業だった。しかし、生活者の中にも巨
大IT企業への依存に対する懸念が広がり
始め、国にも特定企業にも依存しない非
中央集権的なWeb3.0の世界もNFTアー
トなどで代表されるように社会に登場し
てきている。
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生活者を起点とした戦略の採択を

こうしたデータ開示権限を持つ一人ひと
りと企業が向き合う上では、一層人々の
嗜好・価値を捉え信頼を勝ち取ることが
必要だ。

私たちは人々の多様性を指して十人十色
と表現してきた。ある人は働く母であり、
ある人は家で子供を待つ主婦としてセグ
メンテーションされてきた。しかし “一人
一人”の価値観を捉えるならば、より多面
的に人を捉える必要がある。例えばある
人が母であると同時に趣味を持つ女性で
あり、友人によく見られたい社会的存在
であったりする。そうした多面性を踏まえ
れば、ある一つのセグメントに基づく顧
客理解にとどまらず、一人の人間が多面
的な価値観を持つ“一人十色”であること
を理解する必要があるのではないか。

アクセンチュア調査では、生活者を起点
とした戦略を採ることで、成長につなが
る可能性を示唆している。

金融機関が採るべき方向性
1. 顧客が自らを開示する仕組みの構築

生活者の実像を掴むために、人々が自ら
の情報を提供したくなる枠組みを与える
ことは重要である。

人々は無目的なデータ提供には消極的な
面があるが、お気に入りのブランドからパ
ーソナライズされた体験を得るためのデ
ータ提供には躊躇しない。金融機関は、
これらサプライヤーの顧客体験に金融独
自の付加価値サービスを組み込むなどの
方法でパートナーを後押ししながら、顧
客にアプローチできる。例えば、銀行が
他サービスでも利用可能な認証システム
を開発してKYCプロセスに組み込み、顧
客のオンボーディングプロセスをスピー
ドアップすることなどが考えられる。

2. 居場所を喪失する人々への 
      コミュニティ

生活者の実像を掴むために、人々が自ら
の情報を提供したくなる枠組みを与える
ことは重要である。

従来企業はポイント付与など、短期的な
インセンティブをベースにフォロワーを
作ることに腐心してきた。しかし広告が
支配的なソーシャルで人々と長期的なロ
イヤリティを構築するには、顧客との「フ
ォロワー関係」を目指すのではなく、ブラ
ンドへの「参加」をキーとしたコミュニテ
ィそのものを形成する必要がある。参加
者に“参加感覚”を与え、帰属意識をもた
らすことで積極的にブランドへの投資を
促す。

例えばラコステ（LACOSTE）では1万点
を超えるNFTコレクションを販売。NFT

購入者は同社の「WEB3ユニバース」と
新商品デザインへの参加権限が付与され
る。つまり参加者は、コレクター限定の商
品など長期的なコラボレーションの機会
が与えられブランドへの熱狂的な参画が
認められる。

こうしたコミュニティは、企画者の元で
一定のルールと秩序を持つが、ガバナン

ライフ起点アプローチがもたらす
ビジネスインパクト

ライフ起点の戦略への移行を推進する企業の成長率
は他の企業を年間9％上回る

今後5年間の年間収益はライフ起点の戦略に移行す
ることで40%増、移行しなければ10％減の可能性

＊アクセンチュア調査
 （2022年 エグゼクティブ調査に基づく予測モデリング分析より）
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スやデータコントロールといった面で、人
々がその参画や開示にリスクを感じてい
る可能性はないか。先述の巨大IT企業か
らWeb3.0を始めとするコミュニティへの
変遷は、非中央集権的な統治が未だ黎
明であることを示した。参加者への本人
認証の仕組みを構築することや、堅牢な
セキュリティのもとの情報管理など、銀
行をはじめとする金融機関がその機能を
さらに深化させることで参入余地を示す
ものがある。

3. デジタルウォレットの提供

以上を踏まえたときに金融機関が、生活
者が自らのデータを安心して預け、開示
し、提供できる枠組み（デジタルウォレッ
ト）を提供することも一つの方向性として
考えられる。支払データに閉じずに、検
索ワードや趣味などの嗜好・年代や家族
構成などデモグラ・住所や生年月日など
の個人情報といったデータを一元的に預
け入れられるデジタルウォレット。この機
能を提供することで、従来個別のサービ

スごとに情報開示範囲を決めていた人々
が、デジタルウォレットを経由して提供す
るようになる（情報の変更も一元で管理
され、設定された信頼度に応じて開示範
囲を制御する）。金融機関にとっては情
報銀行モデルとして、国や企業と生活者
が向き合うモデルから、国や個々の企業
と生活者の間に立つポジションが築きあ
げられる可能性を秘める。

提供先としては、例えば先のコミュニティ
やスポーツ、エンターテイメントなど金融
機関がまだ包摂していない分野での提供
も考えられるだろう。経済圏を持つ大企
業と包括的に組んでいくことで自社サー
ビスの枠組みを超えて顧客データを吸い
上げていくことも考えられる。

またデジタルウォレットの機能を提供す
るならば、決してほかのブランドの黒子で
ある必要はなく、生活者の欲求・消費ニ
ーズそのものと向き合うポジションを取
りにいき、具体的な市場へ本格参戦する
こともオプションである。

なぜなら金融機関がひとたび顧客のデジ
タルウォレット・情報預託先としての信認
を得た時、その金融機関は一つのサービ
スの枠組みを超えて国家・企業と相対す
る形で生活者の前面に立つことができる
からである。このポジションは、先述の巨
大IT企業からデータの民主化がなされて
いる現在の潮流において、新たな業界横
断でのリーダーポジションを得られる可
能性を秘めている。

結び

以上、弊社調査の紹介と金融機関が採る
べき方向性を考察してきた。考察を踏ま
えたチェックリストを作成しているため、
金融機関での新サービスや戦略を検討さ
れる際の参考にしていただきたい。

ライフ起点ビジネス導入のチェックリスト（金融機関向け）Digital Walletにおける情報管理
Digital Walletで管理する情報を、人々は享受するサービスに応じて
提供する情報を使い分ける必要があるストアクションを導出

Interest
自社サービスを超えて、生活者を把握する仕組みを持っているか？
(例：提携パートナー、他サービスアカウント紐づけ管理、等)1

良質なサービス提供のために、生活者にとって独自の提供価値を
定義できているか？
既存/新規顧客(例:デジタルネイティブ世代)に分けて定義しているか

2

他サービスへ
埋め込みが可能なレベルに機能を磨き上げられているか？3

生活者の情報を
預託する先として機能・インフラを持っているか？4

サービスの展開にあたっては
異業種連携やエコシステム形成を視野に入れているか？5
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